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中小企業の事業承継がスムーズに進んでいない。2013年6月に発表された帝国データバンクの「事業承継を実施した中小企業の実態調査」によれば、“70歳以上での承継が3割占める”、“経営経験は「3年未満」の新経営者が過半数”と問題点を浮き彫りにした。これは、経営者が事業承継という課題対応をギリギリまで引き延ばし、充分な準備・対策を講じていない結果と言える。

日本政府も中小企業の事業承継を大きな経済課題と捉えいくつかの対策を出している。事業承継税制（中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律）の施行や改正、相続時精算課税制度などがこれにあたるだろう。この２制度の解説はこれまで多くのメディアを通じて、解説されている。ここでは、事業承継対策の手法として、テーマとして取り上げられることの少ない信託（信託行為）について論じてみたい。

2004年と2006年の信託業法の改正、2006年の信託法の改正により「信託」の利用範囲は多く拡大した。信託に供する財産（信託財産）は、金銭や不動産などの有形資産に限ることなく、特許や自社株、事業そのものなど客観的な財産価値があれば対象とされる。信託の受託者も必ずしも信託銀行や信託会社に限定されず一般的な民間会社や個人で担うことができる。信託受益権の設定も信託契約（信託行為のひとつ）の設計により自由度が増した。
しかし、日本では事業や相続における信託の活用は進んでいない。信託（信託行為）が必ずしも信託銀行や信託会社（2013年9月現在16社、うち運用型7社管理型9社）を利用しなくても可能な行為であることを知る人が少ない。同時に実務で活用する士業（税理士や弁護士等）や経営コンサルタントも少ない。一般の法人や個人でも信託行為ができる「民事信託」という概念やスキームを普及したい。
1. 信託法改正の背景とは

1） 高齢化が進行する現代社会において、オーナー企業の事業承継は、後継者の不在や相続との関わりにおいてスムーズさを著しく欠いている。日本経済にとって中小企業の事業承継の円滑化は、喫緊の課題となっている。 

2） 中小企業の事業承継円滑化という課題に向けて中小企業庁を中心にさまざまな信託活用が論じられてきたが、２００７年９月に新改正信託法が施行されて以降、ようやく信託に係る法務・税務の整備が進んだとされ、信託を活用した中小企業の事業承継対策が着目されるようになった。
3） 信託を活用した事業承継対策は、事業承継の円滑性、後継者の地位の安定性、議決権の分散化防止等のメリットが考えられる。しかし現実には、事業承継における信託活用事例は、まだあまり多くない。事業承継対策の当事者であるオーナーや後継者の理解が進んでいなだけでなく、これを指導する立場の税理士や公認会計士、司法書士、弁護士等の専門家の取り組み事例が少ない。今後一層複雑化する事業承継対策や相続税の高額化などにより、資産の管理運用や事業承継分野の信託活用が期待されるところだ。

4） 一方、信託銀行等が受託する信託財産額は、２０１３年３月末時点で７９７兆円（前年比３６兆円増）、信託銀行等の遺言保管件数は、７万５０００件（前年比５４００件増）を超え、増加傾向にある（社団法人信託協会資料）。
改正された「信託制度」は、社会のニーズに応じ立法され、ニーズに応えるべく様々な機能を持っている。わが国の社会・経済の重要なインフラとしてもっと積極的に活用したいものだ。
2. 信託の基本的なしくみ

一般社団法人信託協会の説明によると「信託とは、『委託者が信託行為（例えば、信託契約、遺言）によってその信頼できる人（受託者）に対して金銭や土地などの財産を移転し、受託者は委託者が設定した信託目的に従って受益者のためにその財産（信託財産）の管理・処分などをする』制度」とされる。

このように信託は、相手（委託者から受託）への信頼が前提となっている。従って受託者には、信託法や信託業法において、善管注意義務、忠実義務、分別管理義務といった厳しい義務が課せられている。
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１）信託の概要

信託とは文字通り「信じて財産を託す」一般的な行為だが、これを法律的な行為と規定したのが信託法である。信託の概要は、ある人（A）が自己の財産を信頼できる他人（B）に譲渡するとともに、当該財産（P）の運用・管理で得られる利益をある人（C）に与える旨を（B）と取り決める法律行為である。

信託行為には、通常以下の４者の人物や物件を必要とする。

（A）を委託者

（B）を受託者

（C）を受益者と呼び、

信託された財産を信託財産(P)と呼ぶ。

信託財産の所有権は、受託者に移転する（名目上受託者が所有する）が、その管理・処分は受益者の利益のために行わなければならないという義務（忠実義務）を負う。

２）信託法改正の骨子

	1
	受託者の義務等の内容を適切な要件の下で合理化
	①忠実義務に関する規定の合理化

②自己執行義務に関する規定の合理化

	2
	受益者の権利行使の実効性・機動性を高めるための規律の整備
	①受益者が複数の信託における意思決定方法の合理化

②信託監督人・受益者代理人制度の創設

③帳簿等の作成、保存等に関する規律の整備

	3 
	多様な信託の利用形態に対応するための制度の整備
	①信託の併合・分割の制度の創設

②受益証券発行信託、限定責任信託、自己信託等の創設


３）信託の分類

①　信託行為による分類

・
契約による信託（契約信託）

・
遺言による信託（遺言信託）

・
信託宣言による信託（自己信託）

②　.受益者による分類

・
自益信託（委託者＝受益者）

・
他益信託（委託者≠受益者）

・
受益者の定めのない信託（代表的なものに公益信託がある）

③　委託者の業態による分類

・
営業信託（商事信託）

・
非営業信託（民事信託）

3. 信託の特徴

1） 財産名義人の移転
信託財産は委託者から受託者の名義へ変わり、法的には財産の所有者は受託者となる。しかし受託者は、信託財産の名義人となっても、信託目的に拘束され、受益者のためにその権限を行使しなければならない。
2） 分別管理義務
信託財産は、受託者の固有財産および他の信託財産とも分別管理される。
（受託者は、信託財産に属する財産と固有財産及び他の信託財産に属する財産とを分別管理しなければならない）
3） 信託の倒産隔離機能
信託財産は受託者名義に変わることから委託者の倒産に影響を受けない。また、受託者の債権者による強制執行が禁じられているため、受託者の倒産の影響も受けない。

4） 信託法第25条（信託財産と受託者の破産手続等との関係等）
受託者が破産手続開始の決定を受けた場合であっても、信託財産に属する財産は破産財産に属しない。

5） 信託法第23条（信託財産に属する財産に対する強制執行等の制限等）
信託財産責任負担債務に係る債権に基づく場合を除き、信託財産に属する財産に対しては、強制執行、仮差押え、仮処分若しくは担保権の実行若しくは競売又は国税滞納処分をすることができない。
4. 事業承継対策としての代表的な信託スキーム

下図は、ある信託会社が顧客説明用に使っている事業承継用のスキーム図だ。信託は、商法や税法、会社法など他の法律を害するような行為はできないが、信託法の下に自由に財産の保全や運用、処分ができる。ここに示す、信託を活用した事業承継対策案は、事業承継の問題解決に対し先鋭的なスキームだが、必ずしも無理なスキームともいえない。

1） 信託契約により企業オーナー【委託者】は、株式【信託財産】を信託会社等【受託者】に委託する。
この信託行為により株式は、受託者に所有権移転される。
このケースでは、委託者は受益者でもあることから信託受益権を取得する。
このケースでは、自益信託（委託者と受益者が同じ）のため、贈与税は課税されない。
ただし、株式の本来保有者（委託者兼受益者）が存命中に可能なスキームで、下図のケースでは死亡と共に相続問題が発生する。生前贈与の代用として信託する場合は、受益者が後継者等に移転するため贈与や相続の対象として課税される。（税務においては受益者が実質的所有者と見做される。相続を想定した信託スキームは、後述する）
2） 財産権（受益権）と指図権（議決権の行使）を分離することによって、会社の実質の経営権を渡すことが可能となる。
株主財産にあたる信託受益権は委託者（企業オーナー）が保有し、株主総会への指図権を事業承継者に分離することにより、経営権を渡したに等しい会社統制ができる。
この信託スキームを使うと、親族以外の役員等を指名し指図人とすることも可能であり、親族保有の信託受益を分散させることなく、会社経営をそれらの人材に実質的な経営委託も可能となる。

3） 本スキームのメリットは、株式会社の所有と経営の分離を図れることだ。信託契約書の設計によって、後継者が、毎期の株主総会で再任の有無に心を奪われることなく経営に専念できる。ただし、幾つかの懸念も残る。信託契約の停止条項（破棄）によっては、何時でも指図人を解除されかねない。逆に、指図人の暴走も考えられる。これ等予測可能な異常事態についても信託契約書に盛り込みたい。
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5. 中小企業庁が想定する信託を活用した中小企業の事業承継スキーム

経済産業省のＨＰをたどっていくと「信託を活用した中小企業の事業承継円滑化に関する研究会」の２００８年９月の中間整理というレポートを見つけることができる。１７ページからなるレポートとそのポイントをまとめたＡ４で１ページの資料がある。
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2008/download/080901shokei_pon.pdf

ただし何れの資料を見ても、提示されたスキームを実用するまでの理解が一般の方には難解に思える。同レポートを参考にした下図（遺言代用信託を利用した自益信託スキーム）を参考に事業承継に係る信託について解説したい。
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上図は、前例のスキームに委託者兼受託者（オーナー、Ａ）の死亡を想定したものだ。非公開株式（譲渡制限付き）を信託して受益権を分けた場合は、株式を信託して議決権行使の指図権と受益権（配当及び残余財産分配）に分離する。この時点で、受益権を元本受益権（残余財産分配）と収益受益権（配当受取）に分離設定することも可能だが、このスキームでは分けていない。

遺言代用としての信託契約によって、オーナー（Ａ）死亡後の受益権（配当及び残余財産分配）を受益者（Ｂ、非後継者）と受益者（Ｃ、後継者）に50％ずつ相続させ、議決権行使の指図権を後継者（Ｃ）に100％与える。
課税評価については、受益権（配当及び残余財産分配）は相続税評価の対象となるが、「無議決権株式と議決権のある株式の評価については原則議決権の有無は考慮しない（国税庁：平成19年３月９日付種類株式の評価について）」とされている。相続税評価では後継者（Ｃ）の持つ議決権の価値はないものとされている。
当該スキームの受託者は、信託会社（現在日本に16社）に議決権行使の指図と配当の分配を委託する方法と関係子会社に議決権行使と配当管理に加えて経営管理業などの事業の一部を委託する方法が考えられる。

本スキームには、後継者が相続開始と同時に受益者となることから、経営上の空白期間が生じないなど、遺言と比較してメリットがある。また、受益権を分割して非後継者の遺留分に配慮しつつ、議決権行使の指図権を後継者のみに付与することで、議決権の分散を防止し、安定的な承継を実現可能としている。
逆に、課題として整理したい事項として、「議決権行使指図権の内容と信託目的及び受託者の善管注意義務の整理」がある。議決権行使の指図の内容が円滑な事業承継の遂行に抵触する場合（会社の解散議案や重要な財産の処分に賛成する等）は、受託者の善管注意義務等との関係から問題がある。このような議決権行使の濫用を防止するためには、信託契約に受託者と受益者(本来の指図権者）の協議条項を設けるなど、一定の配慮を必要とする。
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